

























































































































 Smilor,R.W.，Gibson,D.V. & Kozmetsky,G.(1988)は、当事者の視点でオースチンにおけ
る産学官連携の“the technopolis wheel”、キーパーソンである“influencers”といった概
念について論じている。 
 公民パートナーシップ、特に産学官連携が重要である点を強調している。  

































































































































































企業による New Venture Approach についてまとめている。 
Covin,J.G.,Slevin,D.P. & Covin,T.J.(1990)は、ハイテク産業の中小企業とローテク産業
の中小企業の戦略を比較分析している。 







































































































































































































Howard,D. &  Hine,D.(2000)はＳＢＡＰ(小企業支援プログラム)について、スキル増進、
外部との仲介増進という二つの方向性を重視し、小企業の内部資源の強弱、外部資源の紹
介の可否を縦横軸としたマトリックスで支援戦略立案を行うというアイデアを提示してい
る。Chrisman,J.J.,Hoy F. & Robinson,jr.,R.B.(1987)は、ジョージア州、サウスカロライナ


























































































































































































































資本の使用に伴い限界的社会的費用(Marginal Social Cost)が発生する。 
 コモンズについては、小さい例としては共同管理されている漁場、牧草地崩壊が挙げら
れ、大きい例としては大気といった自然環境も挙げられる。 
我が国においても、入会(いりあい)というシステムが機能していたが、明治政府による財
産の国有化、私有化、新たな入会成立規制の結果、システムは衰退していった。 
 浅子和美／國則守生(1994)によれば、1)オープンアクセス資産、2)公共(国有)資産、3)コ
ミューナルな(コミュニティ共有)資産、4)私有資産、に資源保有の概念は分類される。 
 ゲームの理論における非協調解ではなく、コミュニティがサスティナビリティを理解し
た上で協調的な行動をすることが重要となる。 
 地域産業活性化策に向けた最適なＰＰＰは、オープン性を確保した上で、コミュニティ
に根ざしたサスティナビリティを確保する必要がある。 
 地域産業活性化のためのコモンズをいかに構築するかということである。 
 本研究においては、第五部において、ＰＰＰに基づく地域イノベーション創出システム
の構築について論じることとする。 
